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地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況（単位：百万円）
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計

公債費負担の状況 将来負担の状況

合計

合計

14.0

306,830,913 301,270,190 301,657,863

48,566,575 将来負担比率 178.5 400.0

実質公債費比率
（(Ａ)－((Ｂ)＋(Ｄ))）／（(Ｃ)－(Ｄ)）×１００

(単年度) 15.5 13.7

(3ヵ年平均) 16.8 15.5 14.3

354,050,148 348,783,311

算入公債費等の額 (Ｄ) 47,219,235 47,513,121

25.0 35.0350,224,438 実質公債費比率

- 8.75 15.00連結実質赤字比率

- - -

14.3

債
務
負
担
行
為

PFI事業に係るもの - -

利子補給に係るもの -

いわゆる五省協定等に係るもの - -

- -

-

損失補償・債務保証の履行に係るもの - -

(Ｃ)－(Ｄ)

特定財源の額 (Ｂ) 2,774,798 1,337,064 576,581

標準財政規模 (Ｃ)

-

地方公務員等共済組合に係るもの 458,331 445,977 403,010

-地方道路公社に係る将来負担額

社会福祉法人の施設建設費に係るもの - -

その他上記に準ずるもの - - - -

引き受けた債務の履行に係るもの - - -

-

-

-

-

-

- --

土地開発公社に係る将来負担額

その他の会計

29,09531,026

-

- - -

-

-

-

実質赤字比率 - 3.75 5.00 その他第三セクター等に係る将来負担額 26,934

-

-
公社・

三セク等
健全化判断比率 平成24年度 早期健全化基準 財政再生基準

-

0.0

-

電気事業会計

充当可能基金 

10,133,804

将来負担比率（(Ｅ)－(Ｆ)）／（(Ｃ)－(Ｄ)）×１００ 183.2 183.5

22,109,45317,089,832 16,430,611

港湾施設整備事業特別会計 - - -724,452,281

638,518,730 211.7
企業債等

繰入見込額

病院事業会計

-178.5

3.4

-55,390,535 64,489,172 69,430,210 23.0 その他上記に準ずるもの

16,503,341

10,436,310610,226,296

691,146,0790.1

12,065,421 14,697,808

工業用水道事業会計 10,384,478

充当可能
財源等

(Ｆ) 663,882,738

基準財政需要額算入見込額 591,402,371

合計

7.3

国営土地改良事業・森林総合研究所等が行う事業に係るもの - - - -

- 充当可能特定歳入 5.5

- -

1,263,169,242 引き受けた債務の履行に係るもの

-

- --平成22年度 平成23年度

-

- 社会福祉法人の施設建設費に係るもの- - -

1,226,083,187 1,244,121,907

損失補償・債務保証の履行に係るもの(Ａ) 97,567,764

-平成24年度 分母比

89,974,711 91,402,158

内訳

8,286,813

依頼土地の買い戻しに係るもの -

-- - - - - -

元利償還金 95,399,242 87,929,184

22,449,899
準
元
利
償
還
金

減債基金積立不足算定額

満期一括償還地方債に係る年度割相当額 - -

 公営企業債の元利償還金に対する繰入金

-

-

-

-

-

1,599,550 1,557,071

445,977 403,010

- -

32,243,257

1,710,191

7,636,689

公営企業債等繰入見込額 

-

-

-0.5

 組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等

-

債務負担行為に基づく支出額（公債費に準ずるもの） 458,331

一時借入金の利子

-

森林総合研究所等が行う事業に係るもの

PFI事業に係るもの

- -

退職手当負担見込額 204,168,946 203,229,709

組合等負担等見込額 

25,134,118

地方公務員等共済組合に係るもの

連結実質赤字額 

0.1

(Ｅ)

組合等連結実質赤字額負担見込額 

31,026

-

設立法人等の負債額等負担見込額 

-

-

339.7

債
務
負
担
行
為

国営土地改良事業に係るもの

89,442,077 29.7 将来負担額

26,934

-

-

29,095 0.0

199,243,378 66.0

- -

7,010,774 2.3 いわゆる五省協定等に係るもの -

一般会計等に係る地方債の現在高 991,150,595 1,008,090,365 1,024,642,738

分母比 内訳平成22年度 平成23年度 平成24年度

-

2.3

-

- -

- -

-

7,010,774

-

平成24年度平成22年度区分

　※地方公共団体が①25%以上出資している法人又は②財政支援を行っている法人を記載している。

分母比

23

平成23年度区分

9,529

分母比

一部事務組合等

- -

-

- -

-

7,636,689

-

--

- -10.7

債務負担行為に基づく支出予定額 8,286,813

実質公債費比率　　（千円・％） 将来負担比率　　（千円・％）

967

平成22年度 平成23年度 平成24年度

　※地方公共団体財政健全化法に基づき将来負担比率の算定対象となっている法人については、○印を付与している。

地方公社・第三セクター等 12,781 0 33

公営企業会計等

企業債
（地方債）
現在高

一部事務組合等名
総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

22,109

資金剰余額
/不足額

（実質収支）

他会計等
からの
繰入金

左のうち
一般会計等
負担見込額

備考

連結実質赤字額

-46,06813,911

－

519 － －

工業用水道事業会計 1,444 － 法適用企業299 3,859 7,999

143港湾施設整備事業特別会計

38,741 36,814 1,927 5,896 3,574

1

1,029 665 364

31 1,319

法適用企業

1,145

電気事業会計 2,303 2,081 222

－22,109病院事業会計

43,637

34,172

愛媛県土地開発公社 3 310

1,285

愛媛県住宅供給公社 0

－3,754 － － 法適用企業 － －

－

－ 法非適用企業

650公立大学法人愛媛県立医療技術大学

－ －

－

－

7

－ －

－－

－

547

－

－

他会計等
からの
繰入金

企業債
（地方債）
現在高

左のうち
一般会計等
繰入見込額

資金不足
比率

－ －
備考

23 10 －

　※一般会計等（純計）は、各会計の相互間の繰入・繰出等の重複を控除したものであり、各会計の合計と一致しない場合がある。

会計名
総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

30

401公営企業会計等の財政状況（単位：百万円） 南レク（株） 29

－

－ －－ －

資金剰余額
/不足額

（実質収支）

－ －

－ －

1,024,643 936

646 256

－- 愛媛エフ・エー・ゼット（株） 25 3,495一般会計等（純計） 604,535 588,515 16,020 2,281

465

松山観光港ターミナル（株）

－ －

松山空港ビル（株） 26

－

0

－－

－

－実質赤字額 3003,802

－

785

－ －

－ － －

300

－

－

（公財）愛媛県動物園協会

2,835

－

13 150 5 －

665 －（公財）愛媛県暴力追放推進センター

－

－

－ 152 10 －▲ 18

公債管理 125,216 125,216 － － 89,105 －

－ －

45 18（社）愛媛県園芸振興基金協会

－

（公財）えひめ海づくり基金 49 － － － －

－ －

（公財）愛媛県埋蔵文化財センター

奨学資金 1,438 507 931

自動車集中管理（重複会計） 13 19

▲ 3 712

▲ 6 ▲ 6

用品調達（重複会計） 305 305 － －

－

公共用地整備事業 3,574 799 2,775

－ －

▲ 4

－

－ －400 － － －－ 941 －

－ －

（公財）えひめ農林漁業担い手育成公社 2

（公財）愛媛の森林基金 1,090

1,432 82 － 3311 71

▲ 17

23沿岸漁業改善資金 215 25 189 － 1

457 80 377 － 1,000 5（公財）愛媛県国際交流協会3 －

－

－

－

－

－

－

2

70

1 47（公財）伊方原子力広報センター

（公財）えひめ産業振興財団 －

－

－

171 2,459 ▲ 2,289

1,447 －

－

▲ 2,289 91 1,070

国営農業水利事業負担金 1,694 1,694 －－

1,541

7 2,893

林業改善資金

県有林経営事業

－

－

－－

900

－ －

10,765

538 150 －

－

▲ 4

1 142

（公財）松山観光コンベンション協会

－

－

－

－

－

－

－

4,575 （公財）愛媛県文化振興財団301

3－ － 11,337

－

1,011,153

126 1,934（財）愛媛県廃棄物処理センター

37

中小企業振興資金 1,312 118414 898

農業改良資金 135 70 65

一般会計 617,313 604,336 12,977

0 －

形式収支 実質収支

1,006 500

（公財）えひめ女性財団 7 1,044 1,000

（公財）愛媛県スポーツ振興事業団

純資産又は
正味財産

当該団体
からの
出資金

209

平成24年度平成24年度平成24年度平成24年度 愛媛県愛媛県愛媛県愛媛県

一般会計等の財政状況（単位：百万円）

会計名 歳入 歳出

25

他会計等
からの
繰入金

地方債
現在高

2

備考 地方公社・第三セクター等名 経常損益
当該団体

からの
補助金

母子寡婦福祉資金 426 324 102 － －

－災害救助基金 0

備考

－ － －

当該団体
からの
貸付金

当該団体からの
債務保証に係る

債務残高

当該団体からの
損失補償に係る

債務残高

一般会計等
負担見込額

－

－ －

－ －－ 　－ －

1,807 1,200 1
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